
下野市介護保険情報の開示及び提供に関する事務取扱要綱 

平成１８年１月１０日 

告示第４１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定に基づき下野

市が行う介護保険の要介護認定及び要支援認定（以下「要介護認定等」という。）

に関して作成された個人情報に係る資料（以下「資料」という。）について、個

人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６９条第２項の規定に

より本人、親族その他の関係者に対して提供することに関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（提供の目的） 

第２条 資料の提供は、次に掲げる目的のもとに行う。 

（１） 第４条第１号から第４号までに規定する者のうち、被保険者の心身、環

境、医療等の状況に応じた最適な居宅サービス計画又は施設サービス計画（以

下「介護サービス計画」という。）の作成等を行う者又は同条第５号に規定す

る者からの第５条に基づく申請に対し、介護保険事業の適切な運営に資するた

め。 

（２） 第４条第１号又は第２号に規定する者からの第５条に基づく申請に対し、

介護保険被保険者の権利利益の保護、介護保険に関する相談等への迅速な対応

及び適切な介護保険サービスの利用に資するため。 

（提供対象資料） 

第３条 情報提供を行う資料は、次に掲げるとおりとする。ただし、第４号の資料

については、次条第１号及び第２号に規定する者に限り提供の対象とするものと

する。 

（１） 認定調査票（概況調査、基本調査及び特記事項をいう。ただし、記載事

項中本人以外の個人が識別され、又は識別されうる情報が記録されている部分

を除く。） 

（２） 主治医意見書 

（３） 介護保険要介護認定・要支援認定結果通知書（状態区分変更通知書等を



含む。）（以下「介護保険判定結果」という。） 

（４） 介護認定審査会会議録（本人以外の個人が識別され、又は識別されうる

情報が記録されている部分を除く。） 

（提供対象者） 

第４条 個人のプライバシー保護を図るため、資料の提供は、次に掲げる者に対し、

その者からの申請に基づいて行うものとする。 

（１） 前条の資料に係る被保険者（以下「本人」という。） 

（２） 本人の親族 

（３） 本人と居宅介護支援の提供に係る契約を締結し、又は締結を予定してい

る居宅介護支援事業者の介護支援専門員 

（４） 本人と施設サービスの提供に係る契約を締結し、又は締結を予定してい

る介護保険施設の介護支援専門員 

（５） 主治医意見書を作成した主治医 

（申請の手続） 

第５条 前条の申請の方法は、次の各号に掲げる申請者の区分に応じ、当該各号に

定めるものとする。 

（１） 本人 

ア 申請の受付  

申請の受付に当たっては介護保険の要介護認定等に係る情報提供申請書（様式

第１号。以下「申請書」という。）に基づいて行うものとし、次に掲げるいずれ

かの書類（顔写真付きのものは１種類、顔写真付きでないものは２種類）の提示

を求め、本人であることの確認を行うものとする。ただし、本人の法定代理人又

は本人の任意代理人による申請の場合にあっては、次に掲げるいずれかの書類の

提示を求めることに加え、当該代理人であることを証する書類の提示を求める。 

（ア） 運転免許証 

（イ） 健康保険の被保険者証 

（ウ） 個人番号カード 

（エ） その他市長が認める書類 

イ 提供資料の範囲 



第３条各号に掲げる全ての資料について提供を行うものとする。ただし、主治

医意見書については、介護保険に係る主治医意見書の開示について（様式第２号）

により主治医に照会を行い、当該意見書の提供についての同意を得た上で行うも

のとする。主治医の同意を得られない場合は、主治医意見書は提供しないものと

し、主治医意見書の非開示についてのお知らせ（様式第３号）により申請者に通

知するものとする。 

 （２） 親族 

ア 申請の受付に当たっては申請書に基づいて行うものとし、本人の親族であ

ることを証する書類及び次に掲げるいずれかの書類（顔写真付きのものは１

種類、顔写真付きでないものは２種類）の提示を求め、親族本人であること

の確認を行うものとする。ただし、要介護認定等申請書の同意欄に本人の同

意があることを確認した上で行うものとし、同意欄に同意がない場合は受け

付けない。 

（ア） 運転免許証 

（イ） 健康保険の被保険者証 

（ウ） 個人番号カード 

（エ） その他市長が認める書類 

イ 提供資料の範囲 

  第３条各号に掲げる全ての資料について提供を行うものとする。ただし、

主治医意見書については、介護保険に係る主治医意見書の開示について）に

より主治医に照会を行い、当該意見書の提供についての同意を得た上で行う

ものとする。主治医の同意を得られない場合は、主治医意見書は提供しない

ものとし、主治医意見書の非開示についてのお知らせにより申請者に通知す

るものとする。 

 

（３） 介護支援専門員 

ア 申請の受付 

申請の受付に当たっては、申請書に基づいて行い、要介護認定等申請書の

同意欄に本人の同意があることを確認した上で行うものとする。同意欄に同



意がない場合は受け付けない。 

なお、受付を行う際は、本人が当該事業者に計画の作成を依頼したことを

証明できる書類及び介護支援専門員の身分を証明する書類の提示を求め、確

認を行うものとする。 

イ 提供資料の範囲 

介護サービス計画の作成に必要となる第３条第１号から第３号までの資料

について提供を行う。ただし、主治医意見書については、介護サービス計画

に利用されることの同意欄に同意がある場合に限り提供の対象とする。 

（４） 主治医 

ア 申請の受付 

申請の受付に当たっては、申請書に基づいて行い、要介護認定等申請書の

同意欄に本人の同意があることを確認した上で行うものとする。同意欄に同

意がない場合は受け付けない。 

なお、受付を行う際は、主治医の身分が証明できる書類の提示を求め確認

を行うものとする。 

イ 提供資料の範囲 

第３条第１号及び第３号の資料について提供を行うものとする。 

（資料の提供） 

第６条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、第３項又は第４項に該当

する場合又はその場で資料の提供ができない特段の事情がある場合を除き、速や

かに申請に係る資料を提供するものとする。 

２ 前項の資料の提供は、写しの交付によって行う。 

３ 第１項の資料の提供は、当該資料に係る本人の要介護認定等について、下野市

介護認定審査会の審査判定が終了するまでの間にあっては、これを行うことがで

きない。 

４ 第１項の資料の提供は、本人の生命、身体、健康、財産等の保護又は市民生活

の安全の確保に支障が生じ、又は生じるおそれがあると認められるときは、これ

を行うことはできない。 

５ 第１項の資料の提供は、原則として下野市の被保険者についてのみ行うことが



できる。ただし、本人が市外に転出し、転出先の事業者から申請があった場合は、

第４条第３号又は第４号に該当する事業者であることを確認の上、これを行うこ

とができる。 

（提供を受けた者の遵守事項） 

第７条 資料の提供を受けた者は、当該資料の取扱いについて、次の事項を遵守し

なければならない。 

（１） 提供を受けた資料に係る本人の情報（以下「本人情報」という。）第２

条の目的以外に使用しないこと。 

（２） 本人情報を本人の文書による同意を得ることなく本人以外の者に知らせ、

又は提供しないこと。 

（３） 資料の提供を受けた者（第４条第３号、第４号又は第５号に該当する場

合に限る。）の職員その他の従業者又は職員その他の従業者であった者が、前

２号の行為を行わないよう必要な措置を講ずること。 

（４） 本人の同意を得ることなく、提供を受けた資料を第２条の目的以外で複

写し、又は複製しないこと。 

（５） 提供を受けた資料を紛失し、又は破損しないよう厳重な管理に努めると

ともに、提供を受けた資料を紛失又は破損した場合は、直ちに市長に連絡し、

その指示に従い善処すること。 

（６） 本人との居宅介護支援又は施設サービスの提供に係る契約関係が終了し

たときその他提供を受けた資料を所持する必要がなくなった場合は、速やかに

当該資料（複写し、又は複製したものを含む。）を適正な方法で廃棄すること。

ただし、既に廃棄している場合を除く。 

（７） 市長から提供資料の提示又は提出若しくは返還を求められたときは、い

つでもこれに応じること。 

２ 申請者は、第５条の申請を行うに際しては、申請書により前項各号に規定する

事項の遵守を約すものとする。 

（遵守事項違反に対する措置） 

第８条 市長は、資料の提供を受けた者が前条各号に規定する事項を遵守しなかっ

た場合は、提供した資料の返還を求めるとともに、第６条第１項の規定にかかわ



らず、以後その者に対して資料の提供を行わないものとする。 

（費用） 

第９条 資料の写しの作成及び送付に要する費用は、申請者の負担とする。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、介護保険に係る個人情報の提供等に関し

必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（平成１８年１月１０日告示第４１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年１月１０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の南河内町要介護認定関係情報提供

要綱（平成１４年南河内町制定）、石橋町介護保険情報の開示及び提供に関する

事務取扱要綱（平成１５年石橋町訓令第７号）又は国分寺町介護保険の要介護認

定等に係る個人情報の提供に関する事務取扱要綱（平成１５年国分寺町告示第６

号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定に

よりなされたものとみなす。 

 附 則（令和５年３月２９日告示第４９号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和３年法律第３７号）附則第１条第７号に掲げる規定（同法第５１条の規定に限

る。）の施行の日（令和５年４月１日）から施行する。 

附 則（令和６年８月１日告示第１１４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年１０月１日から施行する。



 


